
・
放

送
時

間
外

国
人

向
け
：
１
日

２
４
時

間
（
イ
ン
テ
ル
サ
ッ
ト
８
、
９
、
１
０
衛
星
で
全
世
界
受
信
可
能
。
地
域
衛
星

に
て
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
・
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
、
イ
ン
ド
、
中

東
・

北
ア
フ
リ
カ

南
太
平
洋

北
欧

東
欧

イ
ギ
リ
ス

ア
イ
ル
ラ
ン
ド

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

南
欧

西
欧

イ
ス
ラ
エ
ル

パ
レ
ス
チ
ナ

テ
レ

ビ
国

際
放

送
（

委
託

協
会

国
際

放
送

業
務

）
の

概
要

北
ア
フ
リ
カ
、
南
太
平
洋

、
北
欧

・東
欧

、
イ
ギ
リ
ス
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
、
南

欧
・西

欧
、
イ
ス
ラ
エ
ル
、
パ
レ
ス
チ
ナ

暫
定
自
治
区
、
ト
ル
コ
、
ス
リ
ラ
ン
カ
の
各
地
域
で
受
信
可
能
。
そ
の
他
米
国
、
ア
ジ
ア
地
域
で
は
主
に
ホ
テ
ル
に
て
視
聴
可
能
。
）

邦
人

向
け
：
１
日

５
時

間
程

度
（
イ
ン
テ
ル
サ
ッ
ト
８
、
９
、
１
０
衛
星
で
全
世
界
受
信
可
能
。
そ
の
他
、
地
域
衛
星
に
て
北
米
、
欧
州
地
域
で
も
受
信
可
能
。
）

・
予

算
規

模
１
１
１
．
５
億

円
（
平

成
２
１
年

度
N
H
K
予

算
額

）

・
実

施
形

態
Ｎ
Ｈ
Ｋ
は

、
自

主
放

送
と
要

請
放

送
（
放

送
法

第
３
３
条

）
を
併
せ
、
「
Ｎ
Ｈ
Ｋ
ワ
ー
ル
ド
Ｔ
Ｖ
」
「
Ｎ
Ｈ
Ｋ
ワ
ー
ル
ド
・
プ
レ
ミ
ア
ム
」
と
し
て
放
送

要
請
放
送
に
係
る
費
用

に
つ
い
て
は

放
送
法
３
５
条
の
規
定
に
基
づ
き
国
が
負
担

（
成

年
度

算
額

億
）

要
請
放
送
に
係
る
費
用

に
つ
い
て
は

、
放
送
法
３
５
条
の
規
定
に
基
づ
き
国
が
負
担

（
平

成
２
１
年

度
予

算
額

２
４
．
５
億
円

）
。

・
使
用
言
語

英
語
及
び
日
本
語

・
使

用
衛

星
数

計
２
０
基

＜
邦

人
向

け
＞

「
Ｎ

Ｈ
Ｋ

ワ
ル

ド
プ

レ
ミ

ア
ム

」
＜

邦
人

向
け

＞
「

Ｎ
Ｈ

Ｋ
ワ

ー
ル

ド
プ

レ
ミ

ア
ム

」
＜

外
国

人
向

け
＞

「
Ｎ

Ｈ
Ｋ

ワ
ー

ル
ド

Ｔ
Ｖ

」
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H
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E
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 D
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3.
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E
Tu
rk
sa
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A

42
°
E

Ba
dr
‐4

26
.0
°
E

13
°
E

1
直

径
２
．
５
～

６
メ
ー
ト
ル

の
ア
ン
テ
ナ
で
受

信
可

能
（
主

に
事

業
者

向
け
）

そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
の
実
情
に
即
し
た
受
信
方
法
で
受
信
可
能
（
主
に
一
般
家
庭
向
け
）

主
に
ホ
テ
ル
に
て
視
聴
可
能
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従
来

の

受
信

環
境

整
備

の
状

況

テ
レ
ビ
国

際
放

送
（
平
成
1
9
年
度
末
現
在
）

香
港

ワ
シ
ン
ト
ン
Ｄ
Ｃ

（
地

上
デ
ジ
タ
ル

）
（
Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ
、
ＩＰ
Ｔ
Ｖ
）

タ
イ

ベ
ト
ナ
ム

カ
ザ
フ
ス
タ
ン

Ｕ
Ａ
Ｅ

ポ
ル

ト
ガ
ル

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

フ
ィ
リ
ピ
ン

ブ
ラ
ジ
ル

パ
ナ
マ

（
ＩＰ
Ｔ
Ｖ
）

（
Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ
）

（
Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ
）
（
Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ
）（
Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ
）

（
Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ
）

（
Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ
）

（
地

上
デ
ジ
タ
ル

、
Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ
）

（
ＩＰ
Ｔ
Ｖ
）

約約
8
0

8
0

国
地
域

国
地
域

11
億億
2
4
0
0

2
4
0
0
万万
世
帯

世
帯

11
１１
ヶ
国
・地

域
ヶ
国
・地

域
約約
2
3
0

2
3
0
万万

世
帯

世
帯

で
の
受

信
が
・・

・
で
の
受

信
が
・・

・

現
在
の

約約
8
0

8
0
ヶ
国
・地

域
ヶ
国
・地

域
11
億億
2
4
0
0

2
4
0
0
万万
世
帯

世
帯

で
受
信
可
能
に

で
受
信
可
能
に
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°
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Ｖ
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ス

（
ＩＰ
Ｔ
Ｖ
）

ト
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コ
（
Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ
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グ
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（
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Ｔ
Ｖ
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ケ
ニ
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（
Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ
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エ
ク
ア
ド
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（
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Ｖ
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ポ
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ラ
ン
ド

（
Ｃ
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Ｔ
Ｖ
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ス
イ
ス

（
Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ
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ラ
ジ

オ
国

際
放

送
の

概
要

・
放
送
時
間

１
日
延
べ
５
５
時
間
１
０
分
（
う
ち
、
短
波
放
送
４
７
時
間
４
５
分
、
衛
星
ラ
ジ
オ
放
送
５
時
間
４
０
分
及
び
中
波
・
Ｆ
Ｍ
放
送
１
時
間
４
５
分
）

・
予
算
規
模

６
７
．
４
億
円

（
平

成
２
１
年

度
N
H
K
予

算
額

）

・
実
施
形
態

Ｎ
Ｈ
Ｋ
は
、
自
主
放
送
と
要
請
放
送
（
放
送
法
第
３
３
条
）
を
併
せ
、
「
Ｎ
Ｈ
Ｋ
ワ
ー
ル
ド
・
ラ
ジ
オ
日
本
」
と
し
て
放
送
。

要
請
放
送
に
係
る
費
用
に
つ
い
て
は
、
放
送
法
第
３
５
条
の
規
定
に
基

づ
き
国
が
負
担
（
平
成
２
１
年
度
予
算
額
１
０
．
５
億
円
）
。

・
使
用
言
語

１
８
言
語

・
送

信
施

設
国

内
送

信
所
（
八

俣
送

信
所

）１
か
所

海
外
中
継
局
１
２
か
所

・
送

信
施

設
国

内
送

信
所
（
八

俣
送

信
所

）１
か
所
、
海
外
中
継
局
１
２
か
所

⑥
①

⑩

①
イ
ギ
リ
ス
中
継
局

②
フ
ラ
ン
ス
中
継
局

③
ド
イ
ツ
中
継
局

④
ダ
バ
ヤ
中
継
局
（

）

●
八

俣
送

信
所

⑥
①

●
●

②

③
●

●

●
●

●

⑧
⑨

⑨

⑩

⑫

短 波

④
ダ
バ
ヤ
中
継
局
（
U

A
E
）

⑤
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
中
継
局

⑥
カ
ナ
ダ
中
継
局

⑦

ボ
ネ
ー
ル
中
継
局

（
オ
ラ
ン
ダ
領
ア
ン
チ
ル
諸

●

⑦

⑤

④
●

●

●
⑪

⑦
（
オ
ラ
ン
ダ
領
ア
ン
チ
ル
諸

島
）

⑧
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
中
継
局

⑨
ア
ル

メ
ニ
ア
中

継
局

中 波
⑩

モ
ス
ク
ワ
中
継
局

Ｆ Ｍ

⑪
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
中
継
局

（
ジ
ャ
カ
ル

タ
他

）

⑫
ヨ
ル
ダ
ン
川
西
岸
地
区
中
継

局

中
継

局
か
ら

送
信

●●
日

本
か

ら
送

信
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鳩
山
総
理
施
政
方
針
演
説
（
拉
致
問
題
関
連
）

第
１
７
４
回

国
会

に
お
け
る
鳩

山
内

閣
総

理
大

臣
施

政
方

針
演

説
（
抜

粋
）

【
平

成
２
２
年

１
月

２
９
日

】

（
ア
ジ
ア
太
平
洋
地

域
に
お
け
る
二

国
間

関
係

）
（
ア
ジ
ア
太
平
洋
地

域
に
お
け
る
二

国
間

関
係

）

北
朝

鮮
の

拉
致

、
核

、
ミ
サ

イ
ル

と
い
っ
た
諸

問
題

を
包

括
的

に
解

決
し
た
上

で
、

不
幸

な
過

去
を
清

算
し
、
日

朝
国

交
正

常
化

を
実

現
す
る
。
こ
れ

は
、
ア
ジ
ア
太

平
洋

地
域

の
平

和
と
安

定
の

た
め
に
も
重

要
な
課

題
で
す
。
具

体
的

な
行

動
を
北

朝
鮮

か
ら
引

き
出

す
べ

く
、
六

者
会

合
を
は

じ
め
関

係
国

と
一

層
緊

密
に
連

携
し

て
ま
い
り
ま
す
。
拉
致

問
題
に
つ
い
て
は

、
新

た
に
設

置
し
た
拉

致
問

題
対

策
本

り
す
。
拉
致

問
題

、
新

設
置

拉
致

問
題

策
本

部
の

も
と
、
す
べ

て
の

拉
致

被
害

者
の

一
日

も
早

い
帰

国
を
実

現
す
べ

く
、
政

府
の

総
力

を
挙

げ
て
最

大
限

の
努

力
を
尽

く
し
て
ま
い
り
ま
す
。
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拉
致
問
題
対
策
本
部
の
設
置
に
つ
い
て

平
成
21

年
10

月
13

日

議
決

定
閣

議
決

定

１
．
拉
致
問
題
に
関
す
る
対
応
を
協
議
し
、
生
存
者
の
即
時
帰
国
に
向
け
た
施
策
、
安
否
不
明

の
拉
致
被
害
者
に
関
す
る
真
相
究
明
及
び
同
問
題
へ
の
戦

略
的
取
組
等
総
合
的
な
対

拉
致
被
害
者

関
す
る
真
相
究
明
及
び
同
問
題

戦
略
的
取
組
等
総
合
的
な
対

策
を
機
動
的
に
推

進
す
る
た
め
、
内
閣
に
拉
致
問
題
対
策

本
部
（
以
下
「
本
部
」
と
い
う
。
）

を
設

置
す
る
。

２
本
部
の
構
成
員
は

次
の

と
お
り
と
す
る

た
だ
し

本
部

長
は

必
要
が
あ
る
と
認
め
る

２
．
本
部
の
構
成
員
は
、
次
の

と
お
り
と
す
る
。
た
だ
し
、
本
部

長
は
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る

と
き
は
、
関
係
大
臣
等
に
出
席
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

本
部
長

内
閣
総
理
大
臣

副
本
部

拉
致

担
大

官
官

外
務
大

副
本
部
長

拉
致
問
題
担
当
大
臣
、
内
閣
官
房
長
官
、
外
務
大
臣

３
．
本
部
の
下
に
、
拉
致
問
題
担
当
大
臣
を
議
長
と
し
、
関
係

府
省
の
副
大
臣
又
は
大
臣
政

務
官
等
を
構
成
員
と
す
る
関
係
府
省
連
絡
会
議
を
置
く
。

務
官
等
を
構
成
員
と
す
る
関
係
府
省
連
絡
会
議
を
置
く
。

４
．
本
部
及
び
関
係
府

省
連
絡
会
議
の
庶
務
を
担
当
す
る
拉
致
問
題
対
策
本
部
事
務
局
を
内

閣
官
房
に
設
置
す
る
。
事
務
局
長
は
拉
致
問
題
担
当
大
臣
を
も
っ
て
充
て
る
。
事
務
局
長

を
補
佐
す
る
た
め
事

務
局
長
代
理
を
置
く

を
補
佐
す
る
た
め
事

務
局
長
代
理
を
置
く
。

５
．
平
成
１
８
年
９
月
２
９
日
の
閣
議
決
定
に
よ
り
設
置
さ
れ
た
拉
致
問
題
対
策
本
部
は
、
こ
れ

を
廃
止
す
る
。

を
廃

す
。

６
．
そ
の
他
、
本
部
の
運
営
に
関
す
る
事
項
そ
の
他
必
要
な
事

項
は
、
本
部
長
が
定
め
る
。
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総情国第�  9号-3 

平成� 21年� 3月 12日

日本放送協会

会長福地茂雄殿

ーィγ'-<ペ・也← ι~-・ ー，v- ""l" ，ーー・【一、 �  
~. 日ーーー-'・ー ザa、一?、

ι 一� 

r...~. I ー
ぃ

.. 

l. 1" " 

総務大臣
‘，-て

鳩山邦夫~'. ~ 

t 

l' ¥ j 

』、ー

平成� 21年度国際放送等実施要請について(通知)

標記について、電技監理審議会の答申を受け、平成 21年4月� 1日時点で必要な予算が国会の

議決を経ている場合、同日、別添� 1及び 2のとおり、要請を行うこととしましたので、通知しま

す。

つきましては、別添� 1及び 2に示す指定の内容に沿った業務を実施するか否かを検討の上、検

討の結果(応じないとする場合には、その内容及び理由を含む。)を、平成� 21年 4月� 1日付け

で、文書により回答されるよう願います。
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〈完IJ添� 1) 

靖国第�  9 号

平成� 21年 4月� 1S 

日本放送協会


茂雄 


総務大

鳩山邦 、

平成 21年度におけるラジオ国禁放送の実擁について(要詰〉

放送法{詔和� 25年法律第� 132号〉第� 33条第� 1項の規定に基づき、次の

を指定して、ラジオ放送による邦人拘け及び外国人向け国際放送の実諸

要請するc 

1 放送事項� 

(1)按送事項は、次の事項に係る報道及び解説とする。


ア 邦人の生命、身{本長び財産の保護に探る事項


イ 悶の重要な政策に係る


ウ 出の文化、伝統長び社会経消に採る重要事壊


その他畠の重要事填� 

(2)上記事項の放送に当たっては、北朝蘇による日本人詑致問題に特に留意

ること Q 

2 設送区域

放送芝域は、中来、病未、中東・北アフリ力、アフり力、機東ロシア、

ジア大陸(北部)、アジア大窪{中部)、アジア大開(南部人東アジア、朝鮮、

東高アジア、フィリピン・インドネシア、 アジア及び濃川、I.ニュージー

ランドとするお
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3 その抱必要な事噴

ψ(1)放送効果の向上を図るため、放送法第� 9 1項第 d 基づき

る業務と一体として行うこと O 

(2) 各放送亙域への送信は、八信送信所又は権外中港島から実施すること。� 

( 3 )送活空中操重力i士、各放送夜域における受信状況を考直して決定する

シ� 

( 4 )放送時間は、各放送区域における受信者数、受f言者の要望等を吟唱し

決定すること O 

( 5 )用いる言語は、日本語、 語又は朝鮮語とすることコ� 

( 6 )放送の内容等についての十分な男知を行い、受{言者の便宜を臨るととも

、受信者の増加に努めること。� 

( 7 )ニの要請iこ部じて行う業務につい 、551Jに吊すところにより、 

施行令(昭和� 2 5非致令第� 163号〉 7条第� 1号ホに規定する資料� 

提出すること。� 

4 国の費舟負担等

(1)この要請にヰじて行う業務に要する費用の金額は、当該業務の実抱期

間に係る予算において示される金額を謡えない範囲内とすることっ当該

金額;土、費用の交付に関する手続と併せ、日IJに示すものとするc 

( 2 )この要請に芯じて行う業務の実施期院は、平成 21年三月� 1日から

成� 22年� 3月� 31日までとする G

以上
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(見 2)1;悉1

総慢出第� 9号…�  2

手成� 2J年4月� 1日

日本放送接会


福地茂雄 


総 務 大

鳩山手r~ ド[J

平成� 2J年度にお汁るテレビ昌額放送の実主主について(要請〉

放送法(昭和� 25年法律第� 132 第� 33条第� 1壌の規定 き、次の

指定して、テレ Yジョン放送による外国人向け委託協会畠捺放送業務の

実範会要請する。� 

l 	 委託放送事項

委託放送事項は、次の事項に係る報道及び解説とする。

(1)邦人の生命、身体及び財産の謀議に係る� 

(2)国の重要な政策に採る 

( 3) 患の文化、伝絞及び社会経諸に係る� 

(4)その地雷 

2 委託して放送をさせる区域

委託して放送をさせる思壌は、北米、中高来、欧州、中東、アフリ力、ア

及び大洋州とする。� 

3 	 その位必要な事項� 

(1)放活効果の向上を関るため、放送法第 9条第� 1 5号の規定に基づき

実施する業務と一体として行うこと c

(幻委託して放送させる時間は、委託して放送をさせる各区域における
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者数、� 。〉 等を考議:し 決 ること。

(3)用いる言語は、 とすること。 し、他の言語を併せ用いることを

妨げ� し¥

(4 ) して行わせる放送の ザついて十分 知を行うとともに、

f更な受 が可誌となるよう、 整えるなど、 を函り、

者の増加 めることつまた、 についての 調 を行う

(5)この要請に応じて行う について、到に� ところにより、

行令〈昭和� 25年設令第� 163 7条第� 1号ホ山 る資料を 出

ること。

4 面の費用� 

(1)この じて行う業務に る費用の金額;土、~誤業務の実蒐期

lこ謀る予算におい 示される金額 ない範盟内とすること c 当該金額

の交付に� る手続と現せ、)5IJ ものとする。� 

( 2)との にr.t:じて行う� 実施期間は、� 2 1年� 4月� 1日から

2 2年� 3月� 31日までとする a

と 

以上

20



21



22



(教示書)

行政不服審主主法(昭和 37咋法律第 160号)第 57条第 1項並びに行政事

件訴訟法{昭和 37年法捧第 139号〉第 14条第  1項及び第 2項並びに第三 

6条第 i項及び第 2項の規定に基づき、次のことを教示しま 

1 この処分について不服があるときは、総務丈仮に対し、行政不服審査法第 

4 5条の規定により、この匙分があったことを知った自の翌日から恕算し 

6 0 日以内に異議申立てをすることができます〈ただし、この娃分があった 

w どを知った日の翌日から記算して 60S以内であっても、ニの処分の Eの

翌日から記算して 1年を経過すると異議申立てをすることができなくなり

す。〉。

なお、異議申立手続等は、放送法(昭和 25年法津第 132号)第 53条

の 13の規定により、電波法(昭和 25年法律第  131号)第ア章(第 83 

条~第 99条〉の規定に則って行われ 

2 この処分については、処分の取消しの訴えを提起することはできませんが、

記 1の異議申立てに対する決定に対しては、行政事件訴訟法第 14条及び

第三 G条(本件は、電波法第 7章の規定を準用する放送法第 53条の 13の

規定が i蕗用されます。)の授定により、その決定があったことを知った ~l の翌

日から起算して 6か月以内に、国を被告として東京高等裁判前に決定の取浩

しの訴えを提起することができます(なお、決定があったことを知った討の

翌日から 6か月以内であっても、決定の討の習日から起算して 1年者経過

ると処分の取消しの訴えな提起することができなくなります。 L 
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(教示書)

行政不服審主主法(昭和 37咋法律第 160号)第 57条第 1項並びに行政事

件訴訟法{昭和 37年法捧第 139号〉第 14条第  1項及び第 2項並びに第三 

6条第 i項及び第 2項の規定に基づき、次のことを教示しま 

1 この処分について不服があるときは、総務丈仮に対し、行政不服審査法第 

4 5条の規定により、この匙分があったことを知った自の翌日から恕算し 

6 0 日以内に異議申立てをすることができます〈ただし、この娃分があった 

w どを知った日の翌日から記算して 60S以内であっても、ニの処分の Eの

翌日から記算して 1年を経過すると異議申立てをすることができなくなり

す。〉。

なお、異議申立手続等は、放送法(昭和 25年法津第 132号)第 53条

の 13の規定により、電波法(昭和 25年法律第  131号)第ア章(第 83 

条~第 99条〉の規定に則って行われ 

2 この処分については、処分の取消しの訴えを提起することはできませんが、

記 1の異議申立てに対する決定に対しては、行政事件訴訟法第 14条及び

第三 G条(本件は、電波法第 7章の規定を準用する放送法第 53条の 13の

規定が i蕗用されます。)の授定により、その決定があったことを知った ~l の翌

日から起算して 6か月以内に、国を被告として東京高等裁判前に決定の取浩

しの訴えを提起することができます(なお、決定があったことを知った討の

翌日から 6か月以内であっても、決定の討の習日から起算して 1年者経過

ると処分の取消しの訴えな提起することができなくなります。 L 
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◎放送法（昭和二十五年法律第百三十二号） 抜粋 

 

（目的） 

第一条 この法律は、左に掲げる原則に従つて、放送を公共の福祉に適合するように規律し

、その健全な発達を図ることを目的とする。 

一 放送が国民に最大限に普及されて、その効用をもたらすことを保障すること。 

二 放送の不偏不党、真実及び自律を保障することによつて、放送による表現の自由を確

保すること。 

三 放送に携わる者の職責を明らかにすることによつて、放送が健全な民主主義の発達に

資するようにすること。 

 

（定義） 

第二条 この法律及びこの法律に基づく命令の規定の解釈に関しては、次の定義に従うもの

とする。 

一～一の三 （略） 

二 「国際放送」とは、外国において受信されることを目的とする放送であつて、中継国

際放送及び受託協会国際放送以外のものをいう。 

二の二 「邦人向け国際放送」とは、国際放送のうち、邦人向けの放送番組を放送するも

のをいう。 

二の二の二 「外国人向け国際放送」とは、国際放送のうち、外国人向けの放送番組を放

送するものをいう。 

二の二の三～三の五 （略） 

三の六 「委託協会国際放送業務」とは、協会が電波法の規定により受託協会国際放送を

する無線局の免許を受けた者又は受託協会国際放送をする外国の無線局を運用する者に

委託してその放送番組を放送させる業務をいう。 

三の七 「邦人向け委託協会国際放送業務」とは、委託協会国際放送業務のうち、邦人向

けの放送番組を放送させるものをいう。 

三の八 「外国人向け委託協会国際放送業務」とは、委託協会国際放送業務のうち、外国

人向けの放送番組を放送させるものをいう。 

四～六 （略） 

 

（放送番組編集の自由） 

第三条 放送番組は、法律に定める権限に基く場合でなければ、何人からも干渉され、又は

規律されることがない。 

 

（目的） 

第七条 協会は、公共の福祉のために、あまねく日本全国において受信できるように豊かで

、かつ、良い放送番組による国内放送を行い又は当該放送番組を委託して放送させるとと
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もに、放送及びその受信の進歩発達に必要な業務を行い、あわせて国際放送及び委託協会

国際放送業務を行うことを目的とする。 

 

（業務） 

第九条 協会は、第七条の目的を達成するため、次の業務を行う。 

一、二、三 （略） 

四 邦人向け国際放送及び外国人向け国際放送を行うこと。 

五 邦人向け委託協会国際放送業務及び外国人向け委託協会国際放送業務を行うこと。 

２～６（略）  

７ 協会は、外国人向け委託協会国際放送業務を行うに当たつては、その全部又は一部をテ

レビジョン放送によるものとしなければならない。 

８～ 1
1 （略）  

 

（外国人向け委託協会国際放送業務の方法） 

第九条の二 協会は、テレビジョン放送による外国人向け委託協会国際放送業務を円滑に遂

行するため、収支予算、事業計画及び資金計画で定めるところにより、次に掲げる業務を

行うことを主たる目的とする会社を一に限り子会社（協会がその総株主の議決権の過半数

を有する株式会社その他の協会がその経営を支配している法人として総務省令で定めるも

のをいう。以下この章及び第五十八条第二項において同じ。）として保有しなければなら

ない。 

一 協会の委託を受けてテレビジョン放送による外国人向け放送番組を制作すること。 

二 協会の委託を受けてテレビジョン放送による外国人向け放送番組を電波法の規定によ

り受託協会国際放送をする無線局の免許を受けた者又は受託協会国際放送をする外国の

無線局を運用する者に委託して放送させること。 

２ 協会は、テレビジョン放送による外国人向け委託協会国際放送業務を行うに当たつては

、当該業務を円滑に遂行できるようにするために協会が定める基準に従い、当該業務の一

部を前項に規定する子会社に委託しなければならない。 

３ 協会は、前項の基準を定めたときは、遅滞なく、その基準を総務大臣に届け出なければ

ならない。これを変更したときも、同様とする。 

 

第十条 協会は、第九条第七項の規定によるテレビジョン放送による外国人向け委託協会国

際放送業務（第九条の二第二項の規定によ子会社への放送番組の制作の委託を含む。）を

行うに当たり、当該業務を実施するため特に必要があると認めるときは、一般放送事業者

（受託放送事業者を除く。第三項において同じ。）に対し、協会が定める基準及び方法に

従つて、放送番組の編集上必要な資料の提供その他必要な協力を求めることができる。 

２ 協会は、前項に規定する基準及び方法を定め、又はこれらを変更しようとするときは、

第四十四条の二第一項に規定する国際放送番組審議会に諮問しなければならない。 

３ 前項の国際放送番組審議会は、同項の規定により諮問を受けた場合には、一般放送事業
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者の意見を聴かなければならない。 

４ 協会は、第一項に規定する基準及び方法を定めたときは、遅滞なく、その基準及び方法

を総務大臣に届け出なければならない。これらを変更した場合も、同様とする。 

 

（国際放送の実施の要請等） 

第三十三条 総務大臣は、協会に対し、放送区域、放送事項（邦人の生命、身体及び財産の

保護に係る事項、国の重要な政策に係る事項、国の文化、伝統及び社会経済に係る重要事

項その他の国の重要事項に係るものに限る。以下この項における委託放送事項について同

じ。）その他必要な事項を指定して国際放送を行うことを要請し、又は委託して放送をさ

せる区域、委託放送事項その他必要な事項を指定して委託協会国際放送業務を行うことを

要請することができる。 

２ 総務大臣は、前項の要請をする場合には、協会の放送番組の編集の自由に配慮しなけれ

ばならない。 

３ 協会は、総務大臣から第一項の要請があつたときは、これに応じるよう努めるものとす

る。 

４ 協会は、第一項の国際放送の放送番組の外国における送信を外国放送事業者に委託する

場合において、必要と認めるときは、当該外国放送事業者との間の協定に基づきその者に

係る中継国際放送を行うことができる。 

５ 第九条第八項の規定は、前項の協定について準用する。この場合において、同条第八項

中「又は変更し」とあるのは、「変更し、又は廃止し」と読み替えるものとする。 

 

（国際放送等の費用負担） 

第三十五条 第三十三条第一項の要請に応じて協会が行う国際放送又は委託協会国際放送業

務に要する費用及び前条第一項の命令を受けて協会が行う研究に要する費用は、国の負担

とする。 

２ 第三十三条第一項の要請及び前条第一項の命令は、前項の規定により国が負担する金額

が国会の議決を経た予算の金額を超えない範囲内でしなければならない。 

 

（放送番組の編集等） 

第四十四条 １～３ （略） 

４ 協会は、邦人向け国際放送の放送番組の編集及び放送若しくは邦人向け受託協会国際放

送（受託協会国際放送のうち、邦人向けの放送番組を放送するものをいう。）の放送番組

の編集及び放送の委託又は外国放送事業者若しくは外国有線放送事業者に提供する邦人向

けの放送番組の編集に当たつては、海外同胞向けの適切な報道番組及び娯楽番組を有する

ようにしなければならない。 

５ 協会は、外国人向け国際放送の放送番組の編集及び放送若しくは外国人向け受託協会国

際放送（受託協会国際放送のうち、外国人向けの放送番組を放送するものをいう。）の放

送番組の編集及び放送の委託又は外国放送事業者若しくは外国有線放送事業者に提供する
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外国人向けの放送番組の編集に当たつては、我が国の文化、産業その他の事情を紹介して

我が国に対する正しい認識を培い、及び普及すること等によつて国際親善の増進及び外国

との経済交流の発展に資するようにしなければならない。 

 

（電波監理審議会への諮問） 

第五十三条の十 総務大臣は、次に掲げる場合には、電波監理審議会に諮問しなければなら

ない。 

一 （略） 

二 第八条の三第二項（定款変更の認可）、第九条第八項（第三十三条第五項において準

用する場合を含む。）（中継国際放送の協定の認可）、第九条第九項（提供基準の認可

）、同条第十項（任意的業務の認可）、第九条の二の二（独立行政法人宇宙航空研究開

発機構等への出資の認可）、第九条の四第一項（委託国内放送業務及び委託協会国際放

送業務に関する認定）、第三十二条第二項及び第三項（受信料免除の基準及び受信契約

条項の認可）、第三十三条第一項（国際放送等の実施の要請）、第三十四条第一項（放

送に関する研究の実施命令）、第三十七条の二第一項（収支予算等の認可）、第四十七

条第一項（放送設備の譲渡等の認可）、第四十八条第一項（同条第三項において準用す

る場合を含む。）（放送等の廃止又は休止の認可）、第五十条の三第一項（同条第三項

において準用する場合を含む。）（放送等の廃止又は休止の認可）、第五十二条の四第

二項（有料放送の役務の契約約款の認可）、第五十二条の七（有料放送の役務の料金又

は契約約款の変更認可申請命令及び変更命令並びに有料放送管理事業者の業務の方法の

改善の命令）、第五十二条の十一（受託放送役務の提供条件の変更命令）、第五十二条

の十三第一項（委託放送業務に関する認定）、第五十二条の十七第一項（第九条の四第

二項において準用する場合を含む。）（委託放送事項の変更の許可）、第五十二条の三

十第一項（認定放送持株会社に関する認定）又は第五十三条第一項（センターの指定）

の規定による処分をしようとするとき。 

三～六 （略） 

２ （略） 
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                                     資料 ９ 

 

電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                                 平成２２年３月１０日  

 

 

 

広帯域電力線搬送通信設備の型式指定処分に係る 
異議申立ての付議について 

（平成２２年３月１０日 付議第１号） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （中村課長補佐、北村係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  付議内容について 

                   総務省総合通信基盤局電波部電波環境課 

                         （山田電波監視官、加賀谷係長） 

                         電話：０３－５２５３－５９０５ 
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付議第 1号説明資料 

 

広帯域電力線搬送通信設備の型式指定処分に係る 

異議申立ての付議について 
 

１ 異議申立年月日 

平成 22年２月８日 

 

２ 異議申立人 

アマチュア無線家ら 101名 

 

３ 異議申立てに係る処分 

  平成 22 年１月 27 日に官報告示（総務省告示第 22 号）した広帯域電力線搬送通

信設備の型式指定処分 

 

○ 平成 22 年１月 27日付け総務省告示第 22号 

・ 製造業者等の氏名又は名称 

型式名 

指定番号 

東日本電信電話株式会社 

ＰＮ－1100ＨＤ 

第ＡＴ－09006号 

・ 製造業者等の氏名又は名称 

型式名 

指定番号 

株式会社タムラ製作所 

Ｌ－23200037－00 

第ＡＴ－09007号 

・ 製造業者等の氏名又は名称 

型式名 

指定番号 

株式会社ネクストソリューションズ 

ＢＰＬ－ＤＧＵ10 

第ＡＴ－09008号 

・ 製造業者等の氏名又は名称 

型式名 

指定番号 

株式会社ネクストソリューションズ 

ＢＰＬ－ＳＵ230Ｊ 

第ＡＴ－09009号 

・ 製造業者等の氏名又は名称 

型式名 

指定番号 

株式会社アイ・オー・データ機器 

ＰＬＣ－ＥＴ／ＭＡ 

第ＤＴ－09001号 

 

４ 異議申立ての趣旨及び理由 

  広帯域電力線搬送通信設備が２ＭＨｚから 30ＭＨｚまでの周波数を利用するこ

とに伴い、これまで同周波数を使用してアマチュア無線を行ってきた申立人らが、

広帯域電力線搬送通信設備による混信や電波妨害等によってアマチュア無線を使

用できなくなるおそれが極めて高くなったとして、同周波数を使用する広帯域電力

線搬送通信設備について、平成 22年１月 27日に官報に告示した型式指定処分の取

消しを求めるもの。 
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５ 備考 

  今回の異議申立てには、証拠説明書及び書証一式は添付されていない。 

 

注：「型式指定処分」 

  広帯域電力線搬送通信設備を設置しようとする者は、当該設備につき、総務大臣

の許可を受けなければならないこととされている（電波法第 100 条第１項第１号）

が、その型式について総務大臣の指定を受けた設備については、当該許可を受ける

ことなく設置することができる（電波法第 100 条第１項第１号かっこ書き及び電波

法施行規則第 44 条第１項第１号（１））。 
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（参照条文） 

 

○ 電波法（昭和 25 年法律第 131 号） 

 （電波監理審議会への付議） 

第八十五条 第八十三条の異議申立てがあつたときは、総務大臣は、その異議申立

てを却下する場合を除き、遅滞なく、これを電波監理審議会の議に付さなければ

ならない。 

 

 （高周波利用設備） 

第百条 左に掲げる設備を設置しようとする者は、当該設備につき、総務大臣の許

可を受けなければならない。 

 一 電線路に十キロヘルツ以上の高周波電流を通ずる電信、電話その他の通信設

備（ケーブル搬送設備、平衡二線式裸線搬送設備その他総務省令で定める通信

設備を除く。） 

 

○ 電波法施行規則（昭和 25 年電波監理委員会規則第 14号） 

（通信設備） 

第四十四条 法第百条第一項第一号の規定による許可を要しない通信設備は、次に

掲げるものとする。 

一 電力線搬送通信設備(電力線に一〇ｋＨｚ以上の高周波電流を重畳して通信

を行う設備をいう。以下同じ。)であつて、次に掲げるもの 

(1) 定格電圧一〇〇ボルト又は二〇〇ボルト及び定格周波数五〇ヘルツ又は

六〇ヘルツの単相交流を通ずる電力線を使用するものであつて、その型式に

ついて総務大臣の指定を受けたもの 

２ 前項第一号の(1)の総務大臣の指定は、次に掲げる区分ごとに行う。 

二 屋内において二ＭＨｚから三〇ＭＨｚまでの周波数の搬送波により信号を

送信し、及び受信する電力線搬送通信設備（以下「広帯域電力線搬送通信設備」

という。） 
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